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都市規模別で見た下水道の整備状況
（平成18年度末）

１００万人以上
５０～１００

万人
３０～５０万人 １０～３０万人 ５～１０万人 ５万人未満

2,734 1,033 1,738 3,046 1,955 2,199

2,690 833 1,349 2,106 1,078 905

12 15 45 189 281 1,263
注） １．総都市数 １，８０５の内訳は、市 ７８３、町 ８２７、村 １９５（東京区部は市に含む）。

２．総人口、処理人口は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。
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普及率は１．２％ＵＰ。今後も早急な普及の促進が必要。
（平成１８年度末の下水道整備状況）

○人口減少等の社会情勢の変化も踏まえた下水道計画の見直し
○集落排水や浄化槽など他の汚水処理施設との連携強化
○地域の実状に応じた低コスト、早期かつ機動的整備が可能な新たな整備手法の導入

により下水道未普及地域を早急かつ効率的に解消

・下水道処理人口普及率：６９．３％（Ｈ１７）→７０．５％（Ｈ１８）

②全国で１５県が県人口の
半分に満たない普及水準
である。

下水道処理人口普及率： 「総人口に対する下水道を利用できる人口の割合」

①人口５万人未満の
中小市町村では普及率
４１．２％にすぎない。

未整備人口・地域間格差の早期解消に向けて

Ｔ

Ｔ

農業集落排水
施設の処理区
域の拡大

市街化が進んでおり、
既整備区域の拡充と
して整備

既整備区域
Ｔ

ＩＴ技術を活用し、処理場にお
いて遠隔制御、遠隔監視

農業集落排水施設と下水道
の連携強化

移動脱水車の活用

新たに合併処理浄
化槽等により整備分散処理区

Ｔ

農業集落排水施設や合併処
理浄化槽から発生した汚泥を
下水汚泥と一体的に処理

し尿やごみも含め汚泥を一体的に処理
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理浄化槽から発生した汚泥を
下水汚泥と一体的に処理
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○地域特性に応じた他の汚水処理施設との
適切な役割分担及び連携強化のイメージ ＜民地や既存の水路空間を活用した露出配管＞

●埋設に係る費用が不要となることにより、
低コストで早期の整備を実現。

○社会実験による新たな整備手法の導入検討事例

＜プレハブ式膜分離活性汚泥法の採用＞
※工場生産した規格ユニットを必要規模に応じて配置するもの。
●施設の転用などにより、人口減少下においても手戻りのない
整備を行うことが可能。

露出配管

排水設備

露出配管露出配管

「下水道未普及解消クイックプロジェクト」「下水道未普及解消クイックプロジェクト」


